
連結

１．対象とする会計及び団体

・「連結財務書類作成の手引き」に基づき連結対象団体を決定しております。

区分 会計・法人名等
連結割合
（％）

一般会計 一般会計
食肉市場事業会計
駐車場事業会計
母子父子寡婦福祉貸付資金会計
国民健康保険事業会計
心身障害者扶養共済事業会計
介護保険事業会計
後期高齢者医療事業会計
中央卸売市場事業会計
港営事業会計
下水道事業会計
水道事業会計
工業用水道事業会計

公債費会計 公債費会計
大阪広域環境施設組合 86.0
淀川右岸水防事務組合 78.1
淀川左岸水防事務組合 84.2
大和川右岸水防事務組合 78.4
関西広域連合 3.5
大阪府後期高齢者医療広域連合 28.1
（公大）大阪 58.2
（地独）大阪産業技術研究所 33.5
（地独）大阪市博物館機構 100.0
（地独）大阪市民病院機構 100.0
（地独）大阪健康安全基盤研究所 67.6

地方公社 大阪市住宅供給公社 100.0
大阪シティバス（株） 100.0
（株）大阪メトロサービス 100.0
大阪地下街（株） 100.0
大阪市高速電気軌道（株） 100.0
（株）ドーチカ 100.0
（株）大阪城ホール 100.0
（株）大阪市開発公社 100.0
アジア太平洋トレードセンター（株） 100.0
（一財）大阪市文化財協会 100.0
（公財）大阪国際交流センター 100.0
大阪市商業振興企画（株） 40.0
（株）大阪鶴見フラワーセンター 25.6
（公財）大阪府暴力追放推進センター 38.8
（一財）アジア・太平洋人権情報センター 28.5
（株）湊町開発センター 100.0
大阪外環状鉄道（株） 28.9
西大阪高速鉄道（株） 33.3
中之島高速鉄道（株） 33.3
（社福）大阪社会医療センター 100.0
（公財）大阪市救急医療事業団 100.0
大阪市街地開発（株） 100.0
クリスタ長堀（株） 100.0
クリアウォーターOSAKA（株） 100.0
大阪港埠頭（株） 100.0
（株）大阪港トランスポートシステム 100.0
阪神国際港湾（株） 30.8
大阪港埠頭ターミナル（株） 100.0
大阪港木材倉庫（株） 100.0
（株）大阪水道総合サービス 100.0
（公財）大阪国際平和センター 50.0

２．重要な後発事象

広域連合

地方独立
行政法人

第三セクター等

　令和２年度において、新型コロナウイルス感染症緊急対策として、感染拡大防止の取組や生活に困っている方への支援等
の事業を実施することに伴い、当該事業に係る費用及びその財源となる国庫支出金等収益の増加が見込まれます。
　また、同感染症の拡大に伴い、今後、企業収益の悪化や個人所得の減少等により市税収入が大きく減収する一方、生活
保護をはじめ社会保障関係経費が増大し、令和２年度以降の本市の財政状態及び運営状況に影響を及ぼすことが想定さ
れます。

一部事務組合

財務書類に対する注記

・全部連結対象団体については、連結割合100%、一部事務組合及び広域連合については、経費負担割合による比例連結
とし、その他の比例連結対象団体については出資等比率による比例連結としております。
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連結

３．追加情報

【災害による損失】

【道路、河川及び水路の敷地の取扱い】

　新型コロナウイルス感染症の影響額のうち、市民利用施設等の一時閉館による費用（指定管理者への減収分等補填に係
る業務代行料の追加費用など）231百万円を、臨時損失に計上しています。

　昭和59年度以前に取得、並びに無償で移管を受けた道路、河川及び水路の敷地について、原則として備忘価額１円で計
上するものを、大阪市基準に基づき、取得原価や時価等を基準として公正に評価した額により計上しております。

　災害復旧に関する費用（公共施設の復旧整備費用）等を災害による損失として、臨時損失に計上しております。
　なお、災害復旧の財源となる国庫支出金及び分担金収益は、臨時利益に計上しております。

【新型コロナウイルス感染症による損失】


